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1　はじめに～研究の概要
　ネットワークは今日の企業活動の中に，さまざまな形態で深く浸透してい
る。特にインターネットに見られるように，情報通信技術の飛躍的発達と，
関連商品の低価格化や普及が，個々の主体間の連結，すなわち組織間や，事
業部などの組織単位間の連結の，触媒としての重要な役割を果していること
は疑いない。現実にはこうした表面的華やかさにばかり目を奪われ，情報化
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　　なお，執筆順は貢献度を表すものではない。
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投資こそ至上命題という感さえあるが，企業がどのような場においていかに
ネットワークを構築すれば持続的競争優位を得られるかということは，改め
て考えてみる価値のある問題である。このことを考えるために，本稿での
ネットワークに対する視点は，単なる電子媒体を用いた連結に限定せず，広
く個々の主体間の連結とそこから生み出される成果に置く。そしてこのよう
にとらえkネットワークを領域，構造といった側面から分析していく。次節
ではまず，ネットワークを領域的側面から考察する。
2　ネットワーク構築の対象領域
　企業活動という視点に立つと，ネットワークとは，市場の価格メカニズム
やヒエラルキーの権限によって調整される世界ではなく，関係する個々の主
体が連結し，経営資源を相互依存し合いながら，単独では不可能な情報，知
識の共有や学習をしたり，新たな情報，知識の創造やシナジーを生み出す世
界，すなわち自己組織化ωされた世界であり，同時に個々の構成主体の自律
性，自発性と共同目的への貢献が求められる世界であると定義できる（2）。こ
うしたネヅトワークが今日の企業活動において形成される理由としては，不
確実な環境への対応，個々の主体間の資源依存の活発化，協同戦略の推進，
取引特性による選好，情報技術の発達，政治的・社会的要請などが挙げられ
る（3）。ただし，企業活動を取り巻くネヅトワークの領域を概観すると，競争
（！）今井・金子によると，自己組織化には二つの意味があるという。一つは，社会の相互
　作用の中で自然発生的に連結が起こるということである。もう一つは，情報交換の中で
　自己と他者の境界を常に引ぎ直したり，異なる情報源を持つ主体がぶつかって情報の
　創造が行われたりした上で，自然発生的な連結が望ましい方向に向かうということで
　ある。特に後者の意味が重要である。今井賢一・金子郁容rネットワーク組織論』岩波
　書店，1986年，224－225ページ参照。
（2）森山光良「持続的競争優位の源泉としてのネットワーク特殊知識一ネットワーク序
　説一」『岡山大学大学院文化科学研究科紀要』第2号，1996年3月，190ページ。
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優位を追求し得る領域もあれぼ，そうでない領域もあり，企業はこれらの領
域について明確に区分して考える必要がある。以下ではまず，ネットワーク
の領域区分を試みる。
2．1　ネットワークの領域区分
　ネットワークの領域区分に関するブレッサンの研究
　ネットワークの領域について，ブレヅサンは次のように多層的にとらえて
いる（4）。まず根底に社会全体の相互作用の基盤として，技術的基盤あるいは
ハード的基盤と，ネットワークにおける規制の枠組みあるいは活動のルール
を規定するソフト的基盤を据えている。前者は一般にインフラストラク
チャーあるいはインフラと略して呼ばれるが，後者をブレッサンは「イン
フォストラクチャー」と呼ぶ。こうした土台の上に，企業が利益追求のため
に構築するネットワークの領域として4種類のものを挙げている。その区分
のための分析軸として見出しているのは，ネットワークを流れる情報の性格
である。この分析軸によってネットワークの領域を，主に日常業務で発生す
るデータのフローの効率的な処理を目指すものから，主に戦略的意思決定の
形成のための情報，知識の獲得，創造を目指すものまで順に，企業内ネット
ワーク，企業グループ内ネットワーク．，企業間ネヅトワーク，メタ（企業超
越）・ネットワークの4種類に区分している。このうち最後のメタ・ネット
ワークとは，企業活動を取り巻く環境や規範，すなわち前述のインフォスト
ラクチャーに影響を与えることを目的としたネットワークのことである。そ
の伝統的な例としてロビイスト団体を，さらに最近の顕著な例として，情報
（3）同上稿，19！－195ページ。
（4）Albert　Bressand　Networld　Promethee，1990，　chapter　5，会津泉訳rネットワール
　ド』東洋経済新報社，1991年，第5章参照。
一25一
26
機器等についての規格を提唱する際，事業化前に複数の企業が集まって結成
するコンソーシアム（標準化団体）を挙げている（5）。このメタ・ネットワー
クによって提唱されているものが，一部の人々や企業だけでなく社会全体の
規範やルールとして定着するとインフォストラクチャーになると理解でき
る。
　しかし本稿では，インフラストラクチャーを，社会，経済活動の維持，発
展を支えるハード的基盤としてとらえるだけでなく，規制制度等のソフト的
基盤も一体となったものとして認識し，敢えてインフォストラクチャーとの
分離はしない。またメタ・ネットワークも，企業間ネットワークの類型とし
て認識する。
　さらにネットワークの領域区分に当り，その分析軸としてブレッサンは
ネヅトワークを流れる情報の性格に依拠し，データ型としての性格が強いも
のから，知識型としての性格が強いものまで順に並べ，企業内あるいは企業
グループ内ネットワークについては主としてデータのフローの効率的な処理
をねらったものとしている。しかし企業の競争優位獲得という観点から考え
ると，単にデータを収集したり，個々の主体問のデータのフローを円滑，効
率的にするために投資を行って情報ネットワークを構築することだけでは，
他社による模倣が可能であるという点で，十分であるとは言えない⑥。
（5）ただし，Pビイスト団体やコンソーシアムの行動は，社会的利益と適合しない場合が
　しばしばある。グリーンスタインは，かつて2つの異なったコンソーシアムが2つの異
　なったUnix規格を提唱して対立し，社会的利益が損なわれたこと等を挙げて，コン
　ソーシアム的調整が必ずしも完全なものではないことを述べている。次を参照。
　S．　M，　Greenstein，”　lnvisible　Hands　and　Visible　Advisors：　An　Economic　lnterpretation
　of　Standardization，”　Journal　of　the　American　Society　for　lnformation　Science，　43
　　（8），　1992，　pp，538－549．
（6）この点については次を参照。森山，前掲稿，188ページ。
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　競争優位追求可能なネットワーク領域とネットワーク特殊知識
　こうした点も考慮しながら，ネットワークの領域区分に対する本稿におけ
る考え方を明確にしておこう。まず企業の競争関係に影響を与えないネット
ワークの領域から考えよう。それは不特定多数の利用者に公開，開放される
道路網や通信網などの社会基盤，物的基盤，あるいは純粋な公共財としての
インフラストラクチャー，およびこうしたネットワークの規制の枠組みや活
動のルールを規定する制度的基盤を指す。その非競合性と非排他性という公
共財としての本来的性格は，企業の競争関係に影響を及ぼすものではない。
　これに対して，企業活動において競争優位を追求し得るネットワークの領
域は，そうしたインフラストラクチャーを活用しながらも，個々の主体同士
が連結し，独自に構築したものである。自己の企業やメンバー企業によって
占有，共有されているが，その他を排除している排他性と，そこから生じる
差別化に特徴がある。そしてその差別化の源泉となるものこそ，当該ネット
ワークの特殊な関係の中で，個々の主体同士が自律的，自発的に連結するこ
とによって長期的に形成された主観的，暗黙的，非体系的知識であり，本稿
ではこの知識をネットワーク特殊知識と呼ぶ（7）。このネットワーク特殊知識
は価値ある情報を取捨選択し，その意味を適切に解釈し，環境に即した意思
決定を可能にする独自の知識であり，企業活動における競争優位追求を可能
にする。
　同様に組織や組織内の組織単位など，個々の主体がヒエラルキー的枠組み
の中で単独で形成した固有の知識を組織特殊知識と呼び，ネットワーク特殊
知識と合わせて特殊知識と総称する。これに対し，客観的，明示的，体系的
知識を普遍知識と呼ぶ。
　特殊知識，普遍知識の両者について，伝達の際に用いるメディアという観
点で比較すると，前者は基本的に人の内部に蓄積され，物的なメディアに置
（7）ネットワーク特殊知識については次を参照。同上稿，187ページ。
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き換えることができないため，伝達にはなんらかの形で人が介在する必要が
あるのに対し，後者はそれを要しない。よって，前者はマニュアル等の形に
客観化，明示化，体系化されていないことから，コピーや模倣が困難であ
り，こうした性格が競争優位を持続的なものとする。
　このうちネットワーク特殊知識の意義は，異なる主体の組織特殊知識同士
が自律的にぶつかって全：く新たに創造されたり，あるいは一方の主体の持つ
組織特殊知識に他の主体の持つ普遍知識が結びつき，発展，補強された知識
として生まれ変わるという点において，個々の主体がヒエラルキー的枠組み
に制約されながら，ネットワークを組まず単独で創造した組織特殊知識より
も，内容が高度で革新的色彩と独自色が濃いところにある。よって，ネット
ワーークを組まない場合に較べて，専門技術やニーズをより反映した製品や
サービスの提供が可能となり，それがすなわち競争優位の追求へとつなが
る。確かに知識漏洩のリスクは単独で創造される組織特殊知識の場合よりも
高まるが，専門性やスピード等の追求が可能になると同時に，単独で創造さ
れる場合の非効率，過重投下資本，情報源硬直三等を回避することが可能に
なる。
　ネットワーク特殊知識創造のメカニズム
　ところで，知識が創造されるメカニズムについて，野中・竹内は，主観的
で言語化，形態化困難な「暗黙知1と，暗黙知をベースに成り立ち客観的で
言語化，形態化可能な「形式知」の，両者の相互循環作用から行われるとし
ている（8）。こうした知識創造メカニズム全体の詳細な検討は，今後の実証研
究の課題として譲るが，ここでは特にネットワーク特殊知識創造のメカニズ
（8）　lkujiro　Nonaka　and　Hirotaka　Takeuchi　，The　Knowledge－Creating　Company，　Oxford
　University　Press，1995，　chapter　3，梅本勝博訳r知識創造企業』東洋経済新報社，
　1996年，第3章参照。
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ムについて，簡単に触れておこう。
　ネヅトワーク特殊知識創造のメカニズムは，水面下にあって目に見えるも
のではない。しかし実際には，一連のビジネスプロセスや戦略遂行のそれぞ
れのステップにおいて不断に行われているものである。まず，どのような理
由でネットワークが形成されるにせよ，体験共有，あるいはコミュニケー
ションの場の設定が必要となる。このような場において，メンバーがそれま
で保持していた特殊知識は，専門や得意分野の異なる別のメンバーの特舞知
識とぶつかり合うことによって，ネットワーク特殊知識として新たに創造さ
れ，共有される。次に，こうして各メンバーの内部に蓄積されたネットワー
ク特殊知識は，日常業務における情報や知識の取り込みや，個人的研究に
よってさらに深化される。基本的には，前者のグループ作業と後者の個人内
部での深化のサイクルが，試行錯誤も交えながら，絶えずダイナミックに繰
り返され，互いにフn．一ドバックされることによって，ネットワーク特殊知
識は発展，補強されていく。このサイクルを高速回転させることが，競争力
を高める上で今日特に必要になってきており，情報システムは触媒としての
支援ツールの役割を果す。
　このうち，設定される場の具体例として，フリーディスカッション，共同
研究，さらには顧客との交流の場などが挙げられる。もっともその方法は，
情報技術が発達した現在でさえ，依然として現場に直接立ち合ったり，顔つ
き合わせながら行うということが基本となっている。なぜなら上述したよう
に，基本的に特殊知識の伝達には人の介在を要するからである。確かに最近
では，情報ネットワークを活用したコミュニケーションも，以前の質的，量
的に制約の多かったものから，テレビ会議のように文字通り「顔」の見える
非常にリアルなものに変りつつある。現時点では，現場に直接立ち合った
り，顔つき合わせながら，長期間かけて行われているネットワーク特殊知識
の創造も，将来は情報ネットワーク上で可能になってくるものもあるであろ
う。しかしいくら情報技術が発達しても，ネットワーク特殊知識の全貌を
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デvタベース等に明示的に蓄積すること自体が不可能である以上，その基本
形は人が介在する現在の方法であることに変りない。同時に，情報技術の発
達によって，消費者や現場に関する膨大な量の情報を獲得，伝達できるよう
になっても，それを取捨選択し，凝縮された知識の形に昇華させる作業は自
動化することは不可能で，人間の手に委ねられていることは疑いない。
　ただし，個々の主体間で形成される知識が独自なものであるからといっ
て，そのインターフェースも独自なものである必要はない。標準インター
フェースを介して収集される単なる事実やデータ等の情報も，ネットワーク
特殊知識という固有の情報解釈システムのフィルターを通すことによって，
より適切な意思決定や差別化された製品やサービスの提供へと結びつけるこ
とができるからである。たとえば最近，小売とメーカーは製販同盟とも呼ば
れる新たな関係を構築し，戦略商品としてのPB（プライベート・ブラン
ド）商品を次々に生み出しているが，それを可能にするのは，標準インター
フェースとしてのPOS（販売時点情報管理）やEDI（電子データ交換）を介
して伝達される売れ筋情報や消費者情報を，両者が共同で形成した独自の情
報解釈システムに通すことにある。それによって，市場環境の変化に対応し
た独自の適切な商品開発体制が実現する。特に今日のように流動的で不確実
な環境下では，独自インターフェースによる閉鎖的ネットワークを構築する
より，標準インターフェースによる開放的ネットワークを構築して，外部資
源を最大限活用しながら環境に即応するほうが有効であるとされる（9）。
　競争優位追求可能なネットワーク領域の区分
　そこで，企業の競争関係に影響を与えるネットワークの対象領域を，前述
の定義より考えると，市場の価格メカニズムやヒエラルキーの権限によって
調整されない世界，つまり個々の主体が自律しながらも相互依存している関
（9）國領二郎『オープン・ネットワーク経営』日本経済新聞社，1995年，86ページ参照。
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係に求めることができる。よってネットワークの最も本来的な姿は，個々の
対等な関係の主体同土の自律的連結に見出せよう。しかしながら本稿では，
個々の主体間の関係が固定的な対等関係のまま推移するもののみネットワー
クとして認識するという静的なネヅトワーク観でなく，たとえ個々の主体間
の本来の関係の基礎が権限であったとしても，局面に応じて権限による制約
が意識的に取り除かれたものもネットワークとして認識するという動的な
ネットワーク観を持つ。
　こうしたネットワーク観に基づき，組織の内か外かという視点からネット
ワークを考えると，次の2つに領域区分できる。①自己の企業だけが使う私
的財的な性格の「組織内ネットワーク（intraorganizational　networ琴）」。②他
の企業と共同で利用する準公共財的なクラブ型の性格の「組織間ネットワー
ク（interorganizational　network）」。これら2つのネットワークについて以下
で理解を深めよう。
　2．2　組織内ネットワーク
　まず組織内ネットワークは，組織を構成する組織単位同士が連結したもの
である。その構成主体は組織単位としての，事業部，研究所，さらには個人
である。組織内ネットワークが，自己組織化された世界というネットワーク
本来の性格を満たす要件は，組織内にあっても構成主体間の連結が組織の公
式権限に制約されず自律していることである。こうした組織内ネットワーク
を公式権限に依らずに方向付けするのは，組織のビジョン，経営理念に沿っ
た当該ネヅトワークにおけるテーマや目的である。
　組織内ネットワークは組織単位が互いに同一職能部門であるか否かによ
り，職能部門内ネットワーク（intrafunctional　network）と職能部門間ネヅト
ワーク（interfunctional　network）に分けることもできる。職能部門内ネヅト
ワークの例としては，キャノンの光学機器，精密機器，電子機器等の関連各
事業部の開発センター同士が，事業部の壁を越え，バブルジェヅト・プリソ
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タ等のヒヅト商品を次々と共同研究開発している事業部間ネットワークを挙
げることができる。
　職能部門間ネヅトワークの例としては，製品開発において，研究開発部門
のみが孤立し他部門から分断されたまま開発を進めるのではなく，製造，販
売，サービスの各部門も分業とセクショナリズムの壁を越えて有機的に連結
し，最新技術，作業プロセス，市場，ユーザー等の各種の情報，知識の共有
をし，互いにコミットしオーバーラヅプし合いながら，職能部門間で同時並
行的にかつ迅速に開発体制を立ち上げていくコンカレント・エンジニアリン
グ（concurrent　engineering）を挙げることができる。また全社的あるいは組
織横断的課題への取り組みのために，さまざまな職能部門から選出された老
同士が，セクショナリズムを排してチームを組むプロジェクト・チーム（タ
スク・チーム）も挙げることができる。さらに，アントレプレナーシップ．
（企業家精神）を持った個人が単独で取り組む社内ベンチャーは，研究開発
プロセスにおいて，さまざまな職能部門とインフォーマルな接触を持つとい
う点で職能部門間ネットワークの範疇に入ると考えられる。
　2．3　組織間ネットワーク
　次に組織間ネットワークは，独立した組織同士が連結したものである。そ
の成立要件は，組織同士の連結が単なる市場の価格メカニズムを通じたス
ポット取引による短期的関係にあるのではなく，長期的な相互依存関係にあ
ることである。また構成主体は独立した組織同士とはいえ，組織間にフラン
チャイズチェーンのような階層関係や，親会社，子会社のような所有関係が
存在する場合，自律度は一般に低くなるので，権限による制約を意識的に取
り除いてやる必要がある。しかしながら，株式持ち合いの場合には互いの影
響を打ち消し合う傾向がある。また前述のように，ネットワークの世界で特
に重視され，持続的競争優位の源泉となるものはネットワーク特殊知識であ
ることから，組織同士の依存度が高く，ネヅトワーク特殊知識重視の度合い
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が高まるほど，その漏洩が生じないよう，株式所有比率も高まる傾向が出て
くる。具体的形態としては，戦略提携や合弁事業（ジョイント・ベン
チャー）や企業グループや日本独特の系列等がある。連結の方法としては，
資本参加，共同開発，共同生産，ライセンス供与，販売委託，生産委託等の
バリエーションがある。
　組織間ネットワークはさらに，互いの組織の製造工程や流通の位置関係に
よって，同じ位置を占める者同士の水平的ネットワーク（horizontal
network）と，川上，川下問にまたがる垂直的ネットワーク（vertical
network）に細分することもできる。ただし，水平，垂直と言うと，互いの力
関係が対等か否かによって区分する場合にも使われるが，本稿では互いの位
置関係による使い分けをする。水平的ネットワークの例としては，自動車産
業においてGMとトヨタが設立した合弁会社NUMMIを挙げることができ
る。当該ネットワークによって，GMはトヨタの生産管理システムを，トヨ
タはアメリカにおける労使関係を学ぶことができた。垂直的ネットワークの
例としては，PB商品の開発におけるスーパーとメーカーとの提携や，自動
車産業における組立会社を中心とした部品会社との問に構築された系列を挙
げることができる。
　以上のように，企業が競争優位を追求し得るネットワーク構築の対象領域
を，排他的性格のうちに求め，組織の内か外かという視点から領域区分でき
るが，ネットワーク構築の際に越えねばならない壁，たとえば業種や国境等
の違った視点からも領域区分できよう。
　それではネットワークを，構成主体間関係から分析すると，形成される構
造，すなわちネットワーク構造はどのようになっており，競争優位性にどん
な影響を与えるであろうか。次節では，ネットワークを構造的側面から考え
る。
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3　ネットワーク構造
　本節ではまず個々の主体間の連結構造について広く分析し，その中でも特
ビネットワーク構造として認識できるものについて深く考察する。
　3．1　個々の主体間の連結構造の分析軸と区分
　山倉は組織間の資源依存関係から組織間構造の形態を把握し，相互調節型
（mutual　adjustment），同盟型（alliance），階層型（hierarchy）に区分して
いる（10）。相互調節型は，完全競争市場における企業間関係のように，各組織
は完全に自律しており相互依存関係にはない。階層型は，法人型とも呼ば
れ，所有をベースとした公式権限の調整メカニズムに基づいて，組織内関係
のごとく，組織内の階層関係が組織間関係にもあらわれ，中央管理の指示の
もとに組織間の統合が図られる。同盟型は相互調節型と階層型の中間に位置
する形態であり，公式権限ではなしに自律しながら相互依存している組織間
関係を調整するものである。同盟型についてはさらに，ネットワrクにおけ
る調整が当事者間で直接に行われるのか，第三老的媒介機関あるいは中央管
理組織によって行われるのかにより，連合型と連邦型とに区分している。こ
のうち山倉は特に，互いに自律しながら相互依存している関係としての同盟
型に，ネットワーク構造分析の焦点を当てている。
　ネットワーク構造に関する研究は他にも見られるが，そのほとんどは組織
間ネヅトワークに関するものである（11＞。また，個々の主体間の関係の基盤が
権限関係で，ヒエラルキー構造そのものでありながら，ネットワーク構造と
（10）山倉健嗣『組織間関係』有斐閣，1993年，142－145ページ。
（11）組織間ネットワーク構造に関する研究については以下を参照。Keith　G．　Provan，”
　The　Federation　as　an　lnterorganizational　Linkage　Network，”　Academy　of
　Management　Review，　Vol．8，No，1，1983，　pp．79－89．寺本義也『ネット・ワーク・パ
　ワー』NTT出版，1990年置31ページ。
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して認識されている場合も少なくない。以下ではこうした点にも留意しなが
ら分析を進める。
　本稿では個々の主体間の連結構造を区分する分析軸として次の4つを採用
する。第1に，個々の主体間の資源依存度とその均衡関係。これについて
は，フェファー＝サランシックが集大成した資源依存アプローチを参考にし
た（12）。第2に，個々の主体間で発生する権限関係。第3に，個々の主体間の
所有関係。第4に，個々の主体の自律度。これらの軸が変化することによっ
て，連結構造も連動変化すると考える。
　こうした観点より，連結構造は次の6種に区分できる。①個々の主体間の
資源依存度が低いため，仮に不均衡な依存関係にある場合も権限関係がほと
んど生じず，連結関係への参入，退出が比較的自由で任意に行われる「任意
型」。②個々の主体間の資源依存関係の不均衡拡大から，それを埋め合せる
権限関係が発生する「指令型」。③個々の主体間の高い資源依存度とその不
均衡な依存関係から，権限関係に加えて所有関係が発生し，主体間関係が組
織内とほとんど同様の所有をベースとした公式権限によって調整される「所
有型」。④個々の主体は内部化され，組織の公式権限によって統合されてい
るため，その自律度が極めて低い「内部統合型」。⑤従来保持されていた公
式，非公式の権限が意識的に委譲された「分権型」。⑥既存の所有関係や系列
関係の枠組みを越え，たとえライバル同士であったとしてもより高いレベル
の戦略遂行や価値創造の必要性から連結し，資源依存バランスや権限関係に
制約されない対等な立場で，資源を高度に依存し合う「戦略型」。
　このうち前述の定義やネットワーク観より，ネットワーク構造として認識
できるものは⑤⑥である。一方②③④はヒエラルキー構造として認識できる
が，権限による制約を意識的に取り除いてやれば⑤に移行する可能性があ
（12）　Pfeffer，　J，　and　Salancik，　G，　The　External　Control　of　Organizations，　Harper　and
　Row，　1978，　pp，　258H262．
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る。また①は権限による制約はほとんど生じず，個々の主体間の関係はほぼ
均衡しているが，個々の主体同士が学習したり情報や知識を創造するほど，
関係へのコミットメントが為されていないという点で，ネットワーク構造で
はない。しかしながらコミヅトメントが深まることによって⑥に移行する可
能性がある。同様に個々の主体間の資源依存関係の不均衡が拡大すれば，そ
れを埋め合せる権限関係が発生し，②に移行する可能性があるという点で過
渡的な連結構造である。
　さらに組織間ネヅトワークは，ネットワーク構造として認識できる⑤⑥い
ずれのタイプにも位置付け可能である。これに対し組織内ネットワークにお
いては，個々の主体は組織の公式権限によって統合されるという本来的制約
があるため，初めから権限関係に制約されない対等な立場で連結する⑥は適
合しない。そこで組織内にあってもネットワークが成立するには，組織の公
式権限に制約されずに構成主体間の連結が自律的に行われるよう，権限委譲
されている必要がある。そうした成立要件を満たすのは，⑤のみである。
　以上をまとめたのが表1である。分析の目安として，関係の基礎，調整主
体も付記する。
　　　　　　　　　表1．個々の主体間の連結関係とその構造区分
過渡的形態 ヒエラルキー ネヅトワーク
任意型 指令型 所有型 内部統合型 分　権　型 戦　略　型
資源依存
xとその
ﾏ衡関係
　　低
ﾙぼ均衡
　中
s均衡
　高
s均衡
　高
s均衡
　高
s均衡
　高
R　　定
権限関係 無～低
? ?
極めて高 低
?
所有関係 無
? ?
無／有 無／有
?
自律度
? ?
低 極めて低
?
極めて高
関係の基b 資源依存関W
資源依存
s均衡で
ｶじる権
ﾀ関係
所有権 組織の公式?ﾀ
信頼，理念，ビジョン，
ｿ値観，情
?C知識の
､有
資源，特に
﨣?C知識
ﾌ高度依存
ﾖ係
調整主体 個別主体
権限を持つ主体
所有組織 組織中枢 個別主体 個別主体
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　このうち，分権型，戦略型の各ネットワーク構造について，具体的に考え
てみよう。
　3．2　分権型ネットワーク
　個々の主体間の連結構造のうちヒエラルキー構造では，指令型，所有型，
内部統合型と，関係が深まるほど資源依存関係が不均衡拡大し，それを埋め
合せる形で公式，非公式の権限関係が発生し，個々の主体はそうした権限関
係に制約される傾向にあった。しかし高度不均衡な資源俵存関係にありなが
らも，権限関係の制約を受けない連結構造は考えられないだろうか。特にそ
れは現代のような不確実性の高い環境下において，迅速，柔軟な対応をする
ために要求されるものである。そうした要請に応え，従来保持されていた権
限が意識的に委譲されたネットワーク構造として位置付けられるのが，分権
型ネットワークである。そこにおける主体問関係の基礎は権限ではなく，信
頼，求心力となりガイドラインとなるような理念，ビジョン，価値観，情
報，知識の共有によってもたらされる。
　指令型連結構造からの移行
　まず指令型連結構造において，資源依存関係の不均衡によって単一組織に
集中されていた権限が意識的に他の組織に委譲されると，連結構造は分権型
ネットワークに移行する。　たとえばフランチャイズチェーンにおける本部
と店舗間の連結関係において，本部は各店舗にチェーン店名の使用を許可
し，各種情報，知識，販売機器等を与えるのに対し，店舗側が本部に提供で
きるものは売上金あるいは粗利益の一部のみであり，こうした不均衡な資源
依存関係から，本部が店舗に対し，仕入先や販売価格を指定するなどの権限
関係が発生する。しかし一定の枠内で商品選定権等について権限委譲される
と，分権型ネットワークの性格が濃くなる。
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　所有型連結構造からの移行
　同様に組織間に所有関係が存在する所有型連結構造の場合も，所有をベー
スとした公式権限が意識的に子会社に委譲され，従来親会社が行っていた重
要な意思決定も子会社に任せられるようになると，連結構造は分権型ネット
ワークに移行する。
　たとえば，日本企業は新規事業を起こす際，ライン組織や既存の権限から
切り離すため，必要な資源を投入した上で，そうした事業部門を子会社とし
て外に出してきた。さらに多国籍企業において，7“S　・一トレット＝ゴシャー
ル㈹の言うトランスナショナル企業モデルが分権型ネットワークにあたる。
これは，効率，適応性，イノベーションという多次元の戦略課題を達成する
ために，親会社，子会社という関係を意識的に廃し，局面に応じて世界中に
ある専門化した各組織のうち最も相応しいものがリーダーシップを採るとい
うものである。
　内部統合型連結構造からの移行（組織内分権型ネットワークの発生）
　次に組織内における分権型ネットワークについて考えよう。これは組織内
に位置付けられる唯一のネットワーク構造である。
　一般に組織内では，徹底的な分業によって細分化された組織単位が，組織
の公式権限によって調整されている。しかしこうした機械的な階層型組織構
造は，現代のように流動的で不確実性の高い環境下において迅速で柔軟な対
応をするのに適さない。このような難点に対応するために，マトリックス組
織等の組織横断的な組織構造が新たに考案され，組織全体の構造が改変され
てきたが，必ずしも要請に応えられるものではなかった。従来のこうした対
（13）　Bartlett，　C，　A，　and　GhoshaL　S，，　Managing　Across　Borders：　The　Transnational
　Solution，　Free　Press，　chapter　4，吉原英樹監訳『地球市場時代の企業戦略』日本経済新
　聞社，1990年，第4章参照。
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応は，あくまでも組織の公式権限を用いて問題解決しようとしたものであっ
たが，組織内における分権型ネットワークは，組織内の個々の組織単位が自
律的に資源依存し合いながら問題解決を目指すものであり，ヒエラルキー的
枠組みを用いた問題解決にありがちな硬直性を打破する効果がある。
　その具体例としては，異業種分野の研究開発をしょうとする際，複数事業
部間の研究開発部門同士が自律的に事業部の壁を越え，互いの情報や知識を
相互依存し合いながら，協力して研究開発を行う事業部間ネットワークが挙
げられる。
　けれども，こうした組織内ネットワークはあくまでも既存の組織構造の枠
組みを活用するという点で，問題解決には制約が生じがちである。このよう
な難点を打開する代表例としてプロジェクト・チームを挙げることができ
る。プロジェクト・チームは，異なる部門の者同士がライン組織や既存の権
限から完全に切り離された形でネットワークを組み，セクショナリズムを排
し，チームワークを発揮して新製品を開発したり，課題解決する時限組織で
あるという点で，その存在自体が分権型ネヅトワークであると言える。従来
のプロジェクト・チームは豊富なビジネス・チャンスを掘り起こすという全
社的要請から結成されてきたが，今日では3Mに見られるように，成熟経済
下の大企業においても企業家精神が発揮されることを期待して結成され，個
人を基盤に組織を常に小さくして市場環境等に密着した意思決定を下すとい
う自己組織化されたものが現れている（14）。
　権限委譲に伴う分権型ネットワークの留意点
　以上のように，権限委譲による分権型ネヅトワークへの連結構造の移行に
ついて考えてきた。しかしそれは，コンピュータの世界でパソコンの高性能
化とともにダウンサイジングが進行し，集中管理型システムから分散型シス
（14）野中郁次郎『3Mの挑戦』日本経済新聞社，1987年，98－144ページ。
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テムに重心が移ったことと同列に考えることはできない。なぜならその理由
として，権限委譲が為されるためには個人は責任と規律が要求されるが，コ
ンピュータと違って人という経営資源が根源的に不確実な性格上，その実現
には多くの問題が伴うからである。
　それでは，ネットワーク・マネジメントにおいて権限委譲を適切に行うた
めに，人の問題をいかに解決したら良いであろうか。第1に必要なのは教育
である。すなわちすべての社員を再教育し，不確実な環境下で自律的に働く
必要性を認識させるとともに，個々の社員の職務上の位置付けを改めて説明
し，責任を喚起することが必要である。第2に，個々の社員の業務への自律
的な取り組みが適切に行われているか評価し，意欲を高めるようなインセン
ティブ・システムを構築しなければならない。第3に，トップと社員との間
に信頼関係が築かれ，継続的なコミュニケーションによって，トヅプのビ
ジョンや経営方針に沿った意思決定を個々の社員が行えるようにしなければ
ならない。
　3．3　戦略型ネットワーク
　ただ分権型ネットワークにおいて，このように権限を現場の個々の主体に
委譲し，権限集中から来る硬直性を打破し，現状に適合した迅速で柔軟な対
応をすることができたとしても，ネットワークを組む相手や依存する資源の
範囲は，所詮既存の系列や親子関係等の枠組みから外れるものではない。こ
うした理由として考えられるのは，一般に資源依存関係が高度である裏付け
として，ネットワークを公式，非公式の権限が及ぶ範囲内に置き，安全を確
保しリスクを抑制するという必要性があるからにほかならない。しかしなが
らそうした枠組みで達成可能なことは限定され，ネットワークにおける価値
創造も現在の延長線上での改善に留まるものである。したがって当然，その
プロセスで生成される競争優位の源泉としてのネットワーク特殊知識のレベ
ルにも限界が伴う。
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　しかしながら，現在真に求められ主眼が置かれつつあるのは，現状から飛
躍した革新的コンセプトの創造であるのは言うまでもない。換言すれば，
ネットワーク特殊知識の内容をより革新的色彩と独自色の濃いものにする必
要性が認識されるが，既存の枠組みの中でそれを実現することには限界があ
る。同様に今日のように専門性とスピードを要求される時代において，現状
の枠組み内ですべての要請を実現することは不可能である。
　したがってこうした要請を実現するには，上述の所有関係や系列関係の枠
組みになく，たとえライバル関係にあったとしても，既存の枠組みや予想さ
れるさまざまなリスター裏切，機密漏洩等一をも越えてネットワークを組
み，他では得られない資源，特に情報，知識を，高度に依存し合って，戦略
遂行や価値創造のベースを仮想的に拡大するということが必要になってく
る。同時にこうした革新的コンセプトとしてのネットワーク特殊知識を個々
の組織同士が共同で創造する場合，特に必要とされるのは自発的姿勢である
から，ネットワーク構造は資源依存バランスや権限関係に制約されない対等
な関係であることが望ましい。このような要件を満たすネットワーク構造
が，戦略型ネットワークである。ネットワークの本来的な姿が，個々の対等
な関係の主体同士が自律的に連結したものであるという点から考えれば，戦
略型ネットワークは最も自然なネヅトワーク構造であると言える。
　さらに，分権型ネットワークが固定メンバーの閉鎖的ネットワークである
という性格上，独自インターフェースでも構わないのに対し，戦略型ネヅト
ワークはメンバー交替のある開放的ネットワークであるという性格上，標準
インターフェースのほうが望ましい。
　戦略型ネットワークの具体例としては，個々の独立した組織同士が互いに
強みを持つ資源や能力を出し合って目的達成する戦略提携が挙げられる。ま
た他社の経営資源や能力を最大限借用したりアウトソーシング（外注）しな
がら，これらの企業群を一組織のように機能させるバーチャル・コーポレー
ション（仮想企業体）を挙げることができる。
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　また，コンソーシアムもその例として挙げることができる。すなわち，標
準化についての合意を形成し，研究開発を共同で行い，規格の仕様を公開
し，標準規格となることを宣言することにより，その規格を採用する企業
（ユ」ザー企業およびハード，ソフト，周辺機器等開発企業）の数と市場
シェアを拡大し，標準規格の地位獲得を目指すものである。
　しかしながら戦略型ネットワークにおいて，構成主体間の権限関係の発生
が常にない訳ではない。ネットワークのプロセスの局面に応じて，特定の主
体がリーダーシップを採り，一時的にせよ階層構造が導入される。しかし通
常それは過渡的，転移的な現象であり，次の段階では対等な上下関係のない
連結へと形を変える（15）。
　以上のように企業は戦略型ネットワークを通して，パートナーの組織特殊
知識や，新たに創造したネットワーク特殊知識を獲得して，他の連結構造で
は実現できない競争優位を追求できる。しかしその反面，さまざまなリスク
をも抱え込むことになる。この点について次に考えよう。
　戦略型ネットワークの留意点
　第1に，知識の空洞化現象について注意を喚起しなければならない。すな
わち，従来内部で開発され，蓄積されてきた競争優位の源泉としての特殊知
識に対する認識不足によって，パートナーに当該分野を全面委託したまま，
ネットワーク特殊知識の共有や還流が遮断されるようなネットワークの仕組
みになっていたなら，知識の空洞化現象が起き，差別化や他社にはない新た
な価値創造を行えなくなってしまい，むしろ競争力は低下する。たとえば
IBMは目先のシェア拡大にとらわれて，パソコンの頭脳部分に相当する
MPU（超小型演算処理装置）をインテルに，　O　S（基本ソフト）をマイクロ
ソフトに全面委託することによって，パソコン業界での主導権を両社に譲り
（15）寺本，前掲書，65ページ。
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渡すことになった。
　第2に，信頼関係の構築とそれに基づく意思疎通に努めるべきである。閉
鎖的な分権型ネヅトワークにおいては，長期にわたって醸成された信頼関係
と，独自インターフェースに基づく阿咋の呼吸とも呼べるコミュニケーショ
ンが，パートナーに委ねた機能を一定水準に維持する潜在的な安定装置の役
割を担っていた。しかし既存の枠組みを越えた戦略型ネッFワークを新たに
構築する場合，そうした安定装置は所与のものではない。確かにパートナー
に委ねた機能が低下することによって損失を受けても，契約によって万事処
理されるべきだという考え方もあるが，事前に取り決めた契約だけでは測定
し切れない機会損失等の部分もあるという点で，信頼関係を軽視した契約万
能主義は，安定感に欠けたものとなろう。したがって，パートナーのドライ
な切り換えが行われる戦略型ネットワークにおいては，信頼関係の構築とそ
れに基づく意思疎通に意識的に取り組む必要がある。さらにその頻繁な切り
換えに際して，インターフェースが標準的なものであれぽ，円滑なコミュニ
ケーションの実現に，パートナーは即応することができ，信頼関係の構築も
円滑に進む。
　第3に，危機管理の必要性について認識すべきである。想定されるパート
ナーは，既存の系列や親子関係等の枠組みから外れるという点で，裏切，機
密漏洩等のリスクをも抱え込むことになる。また戦略目的を達成してネヅト
ワークを解消する将来，競合するリスクが発生し得ることも忘れてはならな
い。この点についてバダラッコは，リスクの正当な評価と，知識の漏洩に対
する適切な管理が必要であると述べている（16）。
（16）　Joseph　L，　Badarraco　Jr．　The　Knowledge　Link，　Harvard　Business　School　Press，
　1990，chapter　6，中村元一・黒田哲彦訳r知識の連鎖』ダイヤモンド社，1991年，第6
　章。
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4　おわりに～結論と今後の研究の課題
　最後に本稿の結論と今後の研究の課題を挙げておく。
　本稿でこれまで考察してきたことは，個々の主体同士が資源依存バランス
や権限関係あるいは既存の枠組み等に制約されず，できるだけ対等な立場で
資源を依存し合い，特にネットワーク特殊知識を共有し合いながら，自律
的，自発的にネットワークを組むということが，革新的コンセプトの創造
と，他社には真似のできない持続的競争優位へとつながる，とまとあられ
る。
　ただし環境に適した集権化や公式化の程度を常にチェックし，個々の主体
間の連結構造を調整することこそ，競争優位を持続的なものにするポイント
である。分権型，戦略型のそれぞれのネットワーク構造の望ましさを挙げて
きたが，これらのネットワーク構造があらゆる環境に適したオールマイ
ティーなものである訳ではない。確かに現代のような不確実性の高い環境下
で，迅速で柔軟な対応をするには，それぞれの場面に即した意思決定のでき
るネットワーク構造は有効に働くが，高度成長期のように安定的な環境下
で，定型的業務の迅速な遂行を行うには，むしろ中央に意思決定の権限が集
中されたヒエラルキー構造の方が有効に働くであろう。
　このように競争がネッFワークを伴うものへと変化し，価値ある知識の獲
得によって決する今日，競争の性格も価値ある知識の共有と占有を巡るもの
になってきている。その意味では，ネットワークをどのように構築し組み合
わせてネヅトワーク特殊知識を創造，獲得するかという能力（capability）が
究極的には企業戦略のポイントになり，競争関係に決定的影響を与えると言
えよう。最：近の経営戦略研究において，資源を調整，統合する能力を解明し
ようとする研究が目立つのもこの反映と考えられる（1η。
　今後の研究課題としては，こうした能力に注意を払いながら，企業のネッ
トワーク・Vネジメントの実際について，インタビューやアンケート等の手
一44一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ネットワークの領域と構造　45
段を用いて実証研究し，今回の理論研究との照合を行っていきたい。
（17）榎本悟・小林敏男「競争戦略の新展開一資源および能力べ一スの企業観をもとに
　　r岡山大学経済学会雑誌』第26巻第3・4号，1995年3月，171－193ページ。
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The Network Domain and Structure
Satoru Enomoto and Mitsuyoshi Moriyama
The network domain which can pursue competitive advantages in
business activities is characterized by exclusiveness. This exclusiveness is
defined by companies not accepting anyone other than their own company
or affiliated companies. The domain is also characterized by
differentiation. Its sources of differentiation are subjective, tacit, or
unsystematic knowledge which are constructed by the special relationship
of the autonomous and voluntary members being linked for a long time. In
this paper, it is referred to as network specialized knowledge (NSK).
In addition, the primary network can be seen as the autonomous
linking of equal term members. However, the network view discussed
here is not a static view requiring each member's relationship to be fixed
on equal terms in order to be recognized as a network, but is observed as a
dynamic view. In the latter case, even if each member's relational base is
originally authority, each member's relationship consciously excludes
restrictions according to the aspect.
If we consider the network from the structure aspect, we can classify
two types of structure: decentralized and strategic. The former is that in
which authorities are consciously transferred. This type of structure is not
outside the existing framework of affiliated companies, related
companies, and so on. The latter, however, is outside the existing
framework. Even if companies are in competition, they are linked by the
need to carry out high level strategies and by the need to create value.
They are highly interdependent in regards to managerial resources on
equal terms which are not restricted by authority or imbalanced
dependence of managerial resources.
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